
社食保障響比重一牌青春部会  
粛引回（H20．柑．22）  資料3－①  

地域における自立した   

生活のための支援  

『所得イ   



○ 障尊者の所得保障については、障尊者自立支援法の附則や「与党障害者自  
立支棲に関するプロジェクトチーム」報告書においても指摘されており、時  
事暑が安心して暮らせるよう検討が必零。   

その際、上記で同じく指摘されているように、就労支援を含め、幅広い   
観点に基づく検討が必要。  
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◆ 障害者自立支援法く平成17年法律案123号）附則（抄）  

ミ第3乗算3現 政府臥陣書者専の楕祉に蜘する施策の実施の状況、陣青書専の経済的な状況等を踏まえ、就   
毒 労の重機を含めた陣書者専の所得の碓尉こ係る施儒の在り方について検討を加え、モの結果に基づいて必要  
；な措置を蹟するものとする。  

◆ 障害者自立支援法実に対する附帯決議（平成17年7月13日衆議院厚生労働委員会、平成17年10月   

柑甲参議院厚生労働委員会）（抜粋）   

附則第3乗属闇礪lこ規定する検討については、就労の支援を含め、陣専者の生活の安定を額ることを目的  
… とし、社会保恥こ鵬する制度全削こついての一体的な見直しと併せて、暗書専の所得の確保に係る施策の在  
；り方の検討を速やかに開始し、3年以内にモの結輪を縛ること。 I  
t  
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l  

I ミ◆障害者自立支援法の抜本的見直しく平成19年12月7日与党障書者自立支援に関するプロジェクト  
… チーム）   

薄青専の所得の確保に係る縮儒の在り方について、 
′ 

げく例えば2級の金鞠を1触並に、1搬の金板は王に引上げ）や住宅手当の創掛こついても検討を行う。   



○ 実憬、障  者の多くは就  による楊得を望んでおり（※）、就労支援は、  
所得確保の観点か島根   

（ただし、就労  
別途検討。）   

蟻モの■ものについては、・施策の王事な牲であることから、  

■
●
－
－
●
 
 
 

※ 陣青春施策総合調査（平成17年庄内隕府）によれば、就労による梓働収入を得ながら   
生活することを望んでいる障害者は、全体の3／4を超える。  



（参考）簡尊者の収入の確保方法に関する志向  

生活するための収入はどのように得たいか  

－一【－－－一、r－㌦－川・一」一‾‾－ ヰ8附－‾【‾甘港町 
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→稼働収入を得ながら生活することを望んでいる障害者は、全体   

→障害者の多くは、障毒年金等の農相の鼻をら草遡  

の75．4％  

んでい   

（出典）平成17年鹿障害者施策総合調査（内閣府実施）による。  
（注）「稼働収入」は給与、賃金、事業収入などを指す。  3  



○ 就労支捷を除いた障  施策は、現在  
様々なものが  地域法   棲という意囁で、  
住宅費への  れており、以下の観点から検  
討してはどうか。  

基本的視点  

1．年金、手当など現行制度  在り方  

2．住宅費など地域移行推進のための新たな課題への対応  

ll■■■ ■ 一 － ■■ ■■■ ■ ■■■ ■■■ ■■■ ■  
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現状①  
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○ 直接的な現金給付による所得保障としては、現在、障害年金、各種手当がある。  

、 厚生年金に相当する度量  ○ 障害年金には、国民年金に相当する  
厚生年金がある。   

○ 障害基礎年金は、障害を有することによって稼得能力が低くなった者に対して、  
全国民に共通した所得保障を目的とした給付として支給。  

一
■
■
■
●
 ■

 
 

障害基礎年金1級：月額8。3万円、支給実績：67。7万人（平成19年度末）  
障害基礎年金2級：月額6．6万円、支給実績：83．5万人（平成19年度末）  
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○ 各種手当については、以下のものがある。   

①特別障害者手当  
について、その障害のため必要となる特別  在宅で生活する   

の費用をカバーする。  
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特別障害者手当：月額2．6万円、支給実績：10。9万人（平成19年度末）  
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②特別児童扶養手当   

家庭（在宅）で生活する  について、その障害のため必要となる、養育にか  

かる諸々の特別の費用をカバーする。  
書‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾一  
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特別児童扶養手当1級：月敵5．1万円、支給実績：9．9万人（平成19年度末）  
特別児童扶養手当2級：月額3．4万円、支給実績：8．0万人（平成19年度末）  

③障害児福祉手当   

慰謝激励的な性格のものとして支給。家庭（在宅）で生活する  
ついて、その障害のため必要となる特別の費用をカバーする。  
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障害児福祉手当：月額1．4万円、支給実績6．3万人（平成19年度末）  
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○ 年金や手当が直接的な現金支給（＝収入の増加）であるのに対し、それ以外の   
関連施策として●、以下のようなものがある。   

（1）利用者負担の軽減（注）利用者負担の在り方については別途議論   

（2）税制上の優遇措置   

（3）地方自治体における施策   

（4）民間の割引措置  等  
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障害基礎年金   特別障害者手当   特別児童扶養手当 障害児福祉手当   

⊥＝椚廟  

年齢   20歳以上   20歳以上   20歳未満   20歳未満   

施設・在宅   施設・在宅   在宅   在宅   在宅   

障害程度  著しく重度  重度   

とりわけ特別な費用が必要と  
重度の心身障害児に対する福  

施設・在宅にかかわらず、  障害児について、施設入所   祉の一環として慰謝激励的な  
障害を有することによって  される著しく重度の成人障害  

趣旨  稼得能力が低くなった者に  者について、施設入所者と比 較して在宅で暮らす場合に生  
対して、全国民に共通した  

諸々の特別の費用（※）を   
入所者と比較して在宅で暮ら  

じる特別の費用（※）を力 バーする。  カバーする。   す場合に生じる特別の費用  

（※）をカバーする。   

’‘J■・   

1級：82，508円（／月）  1級：50，750円  
額  26，440円  14，380円   

2級：66，008円（／月）  2級：33，800円  

稼得能力の補填  かかり増し費用の補填  養育に係る負担の軽減  慰謝激励的な性格  

（かかり増し車用の補填）  （かかり増し費用の補填）  

障害基礎年金2級の水準は   障害基礎年金創出時に従来の    従来、障害福祉年金と同級と    障害基礎年金創設時に従来の  
老齢基礎年金の満線分。1   福祉手当を再編する際、生活保  なるように支給されていたが、  福祉手当の綾を踏襲。  
級はその1．25倍。   護の水準等を勘案し、当時の福  障害基礎年金創設時に当該  その後は原則として物価スライ  

祉手早の2倍程度の水準を目  年金とは別趣旨と整理し、当  ド。   
途とすべきとされた。  時の額を踏襲。  

その後は原則として物価スライ  

イド。  

※特別の費用：介護するために必要となる日用品、親の介護などの機会費用、同居者の精神的負担など。  
（注）障害者の所得保障制度としては、上記の現金給付のほか、住まいや各種サービスなど現物給付による支援がある。  
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≪障害者（20歳以上）≫  108，948円  

≪障害児≫  65．130円  

（注①）受給者の人数については平成19年度。（注②）受給額については月額。  
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○ 障害者の生活実態に関連する調査には様々なものがあり、収入と支出の状況を  
統一的に把握できる十分な母数をもつデータかどうかという点で一定の限界はある  

が、例えば次のような調査結果がある。  

（参考）調査結果（例）  

①主に年金で生計を維持している障害者が多い。 （平成20年障害者施策総合調査内閣府）  
．＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿．．．．．．＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿凸＿＿＿＿－＿＿＿＿＿－＿＿－＿＿＿＿＿＿＿＿＿－一－－－－－－－－－一一－－－－－・－・・tv・－－－－－－－－－－q－－一一－‾‾－‾‾‾‾‾‾‾【‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾爪‾ル■h‾‾－‾‘－‾ 

l  

…年金：54．9％、給料：19。9％、家族からの援助：1乱5％、作業工賃：2．8％、手当：1・1％  
一－－■■■－－－■－－－■■－－一一■－一一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－－■－■＋■■ －一一－－－－－－－－－－一－－－－－－－－－－¶屯一－－－－－－【－－－d一一－－－－－－－一－－－－－■■■＋■■ 一－－－－  

（「主に何で生計を維持していますか」との間に答えた人の割合）  

②1ケ月当たり7万円～11万円の範囲で生活している障害者が多い坪成2。年障害者施策総合調査内閣府）  
1  

l【【－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一－－－一一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一一－－－－－－－－－－－－一口ーーーー○一一－－－－－－一一－－－－－○－－一一－●－－‾一‾‾‾‾‾叫‾■…‾‾‾‾‾                                                                                                                                                                                                                      1  

l  

（収入）7～11万円：28，1％、15－23万円：15－0％、11～15万円：13．0％  
（支出）7～11・万円：2臥1％、15～23万円：15．0％、11～15万円：12。9％  

し………－－－－＝一………－－…叩…－…－－…－…………－－…－……－……－－…－－……－＝…血－－………‾…‾‾－………‾‾一  

③障害者単身世帯の1ケ月あたりの平均収入は13万円程度である。（平成18年度厚生労働科学研究）  
I！  

I† ＝  

I I 

（世帯平均収入）単身：13万円程度、ク≠－プホーム＝11万円程度、親兄弟同居：53万円程度、夫婦等＝引万円程度  
（うち本人収入）単身：13万円程度、グループホーム＝11万円程鼠親兄弟同居＝8万円程度、夫婦等：16万円程度  藍I  

fl  I 
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○ 現状では、それぞれの趣旨・目的の下、所得  障に関する様々な施策が講じら  

れており、それぞれ障害   の生活を支える上で重要な役割を果たしている。  

○ こうした中、特に障害基礎年金など直接的な所得保障を始めとして、充実を求め   
る声がある。  

○ 一方で、与党PT報告等において指摘されているように、社会保障制度全般の一   
体的見直しに関する議論との整合性や財源の確保を図った上で検討することが必   

要。  
■ －■ － ■ －11－ ■－ ●■ ■－ － － － －11■■ ■■■ ■－ ●－ 一 一 － ■－ ■ ■■ － ■－ － － ■ － ■－ ■■ －11－ －1■ll1－ － ■■ ■■ ■ ■■ ■ － ■■■ － － ●一 一 一－ － ■■■－ － － － － 一 － －一 一 － ■－ － ■■■－ － － － － － ■－ － ■－ －－ － ■－ － ■－ － － － ■■ ■ － ■－  

（参考）  

1．障害基礎年金の給付輯は、稼得能力が低下した者に対する給付として老齢基礎年金とのバランス   
に基づいて設定されており、障害等級が2級の場合は満額の老齢基礎年金と同額となっていることに   
留意が必要。   

2．障害基礎年金について、例えば、1級・2級ともに一律25％引き上げた場合、機械的に計算すると   
その所要額（給付貴べ一ス）は約4，000億円。（＝給付費1．4兆円（平成19年度）×0．25）  

また、基礎年金全体を一律25％弓．1き上げた場合は、約4，5兆円（＝給付費17．9兆円（平成19   
年度）×0．25）  

※平成21年度における障害福祉サービスの概算要求額（国庫負担）：約5，700億円（→給付費ベース：約1．1兆円）  
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（2）個  ※「住まいの場」の確保で議論  

・公営住宅への入居促進  
l‾‾耶‾‾‾‾‾‾【■‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾巾‾‾‾  
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d  

各自治体において、障害者世帯に対し、倍率優遇や戸数枠の設定などによる優先入居  

・公営住宅のゲループホーム・ケアホームとしての活用促進  
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－－一－－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－－■‾仇M憫‾‾【【‾膚‾‾‾‾‾‾‾‾‾膚椚【 

「  l  
8  

1   l  

公営住宅の障害酎ルー柵ム事業活用実績【6件（平成綿）→539件（平成1綿）】  

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿…＿……＿＿＿＿＿＿…＿一＿－＿－－－‥－…－…一－－－－－＝＝一一t・－・－－－－－－－－…－…一一一………一…－－…‥＝－…－－－－－－－…－－……－－＝‾‾…‾……靡‾‾‾…  t  

l  

l  

l  

⊥旦⊥地方自治体独邑の哀賃裡助  

ー家賃補助については各自治体によりそれぞれ独自の対応。  
l  

－－…－－－…………－－－…－－－－－－……－－…－－…－－………－－－…一‾……‾‾t…‾………‾仰……‾……叫‾………【…‾…‾…1：  

（例）錮イホーム・ケアホームの家賃補助  

l l  

l l  
： 自  
t l  

t   8  
p  

l   日  

l   1  

1  1  
；l  
t l  

l l   
l  

■実施自治体数＝6都県（東京臥千葉県、神奈川県等）、149市区町村（全市区町村の約8％）  

・対象者：4，363人  

・平均家賃補助額月約2．3万円（最低3，200円～最高69，∽0円）※厚生労働省調べ（Hl釦  

：………＿……＿‥＿＿…＿……＝…－…－……－－…－－……－－＝－－－－……－…………一－………－……－－……【－…－”血中………‾…‘ 

l  
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社会保障♯旛虐一陣書蓉節  
資料3・鵬②  第引回（H20．10．22）   

地域における自立した   

生活のための支援  

『所得保障』  

（参考資料）   



‾‾－‾－‾‾‾‾‾‾‾【‾‾‾‾‾‾‾● 「  
l  

1  

1  

1  

1  

1  

1  1  

l  

○ 障害者自立支援法（平成17年法律第123号）附則（抄〉  

；第3条第3項 政府は、障害者等の福祉に関する施策の実施の状況、障害者等の経済的な状況等を踏まえ、就：  
；労の支援を含めた障害者等の所得の確保に係る施策の在り方について検討を加え、その結果に基づいて必要：  
：な措置を講ずるものとする。 1  
1  

1  

1  

I  

0 障害者自立支援法案に対する附帯決議（平成17年7月13日衆議院厚生労働費鼻会、平   
成17年相月柑日参議院厚生労働費鼻会）（抜粋）  

l   

附則第3条第3頓に規定する検討については、就労の支援を含め、障害者の生活の安定拳固ることを目的：  
とし、社会保障に関する制度全般についての一体的な見直しと併せて、障害者の所得の確保に係る施策の在；  

篭 り方の検討を速やかに開始し、3年以内にその結論を得ること。  

0 障害者自立支援法の抜本的見直し（平成柑年12月7日与党障害者自立支援に関するプ   

ロジェクトチーム）  

l  

障害者の所得の確保に係る施策の在り方について、就労の支援を含め幅広い観点から検討を行う。その際、；  
；社会保障制度全般の一体的見直しに関する議論との整合性や財源の確保を図った上で、障害基礎年金の引上： l l  
ミ げ（例えば2級の金額を1級並に、1級の金額は更に引上げ）や住宅手当の創設についても検討を行う。  
l  

l  

I   

l  

t   

t  

l l   



1．．年金   ○睡書基癒年金【1級：月色．3万円、左級：月6．6万内】   

2．手当   ○ 特別児童扶養手当（在宅のみ）【1級：月5．1万円、2緻：3．4万円】  

○障害児福祉手当（在宅のみ）【月1．4万両  

○特別障害者手当（在宅めみ）【月2．6万円】   

3．住宅費   0「基金」を活用したGH・CHの敷金・礼金補助く特別対策）【補助額：入居者1人当たり13．3万円】  
OGH・CHに対する整備費補助（緊急措置）を通じた家賃軽減【補助額：1住居当たり2，000万円以内】  

○一部の地方自治体による、G．叶CH入居者等た対する家賃補助【平均家賃補助板：月2～3万円程度】  

0 国土交通省の「地域優良賃貸住宅御慶」（家督低廉化措置）【家賃補助額＝月最大4万円】   

4．その他   ○就労施策の推進（エ賃由噂5か年計画等）【約1．2万円（平成18年度）→倍増を目指す（平成23年度）】  

○心身扶養共済給付金（1口：2万円、2日：4万円）  

○ 利用者負担の軽減（平成20年産までの経過措置）  

・特別対策（国費120億円、給付費ベース240億円）  

・緊急措置く国費100億円、給付費ベース200億円）※満年度ベース  

○ 税制 

・障害者睡除：65万円く※通常の基礎控除は芦8万円）  

・特別障害者控除：78方円  

・同居特別障害者扶養控除：113万円  

○ 各種割引制度  

－JRの旅客運賃割引（身・知）  

・航空運賃制引く身・知）  

▲有料道路の通行料傘の割引（身・知）  

－、NHKの放送受信料の減免く身・知・精）  等  



障害基礎年金について  

2級   1級   

年金額   66，008円／月   82，508円／月  
（792，100円／年）   （99（〕．100円／年）  

※ このほか、子の加算あり   ※ このほか、子の加算あり  

※ 老齢基礎年金を満醸もらった場合と同根   ※ 2級の年金額の1．25倍   

障害等級の例   ・1上肢の機能に著しい障害を有するもの   ・両上肢の機能に著しい障害を有するもの  

－1下肢の機能に著しい障害を有するもの   ■両下肢の機能に著しい障害を有するもの  

・両眼の矯正視力の和が0．05以上0．08以   ■両眼の矯正視力の和が0．04以下のもの  
下のもの  ・その他   

・その他  

支給要件   ・初診日の前日において、当該初診日の属する月の前々月までの保険料納付済期間（保険料免除期間含  
む。）が加入期間の3分の2以上ある者の障害  

※初診日の前日において、当該初診日の属する月の前々月までの1年間に滞納がない場合も支給（平成2  
8年4月1日前までの経過措置）  

・20歳未満のときに初めて医師の診療を受けた者が、障害の状態にあって20歳に達したとき、又は  
20歳に達した後に障害の状態になったとき（ただし所得制限有り）   

支給認定時   ・初めて医師の診療を受けたときから1年6ケ月経過したとき（その間に治った場合は治ったとき）に陣  

害の状態にあるか、又は65歳に達するまでの間に障害の状態となったとき   

受給者数  83万5千人  67万7千人   

（平成19年度末現在）  

0厚生年金加入期間中の傷病による障害がある場合は、障害基礎年金に加えて、障害厚生年金が支給される。  

0 このほか、障害が一定程度以上の者には、特別障害者手当が支給される。  

3   



障害児者に係る主な手当  
特別児童扶養手当   特 別 陣 容着 手 当   障 害 児 福 祉 手 当   

目   的   精神又は身体に障害を   特別障害者に対して、   重度障害児に対して 
、   有する児童について手当を  所得保障の⊥環として重度  その障害のため必要となる  
支給することによ り の障害のため必要となる  精神的、物質的な特別の  
、       これらの児童の福祉の増進  精神的、物質的な特別の  負担の軽減の一助として  
を図る。   負担の軽減の一助として  手当を支給することにより  

手当を支給することにより  重度障害児の福祉の向上を  
特別障害者の福祉の向上を  
図る。   

支給要件  1．2、0歳未満   1．20歳以上   1．20歳未満  
2．在宅のみ   2．在宅のみ   2．在宅のみ  
3．父母又は養育者が受給  3．本人が受給   3．本人が受給   

障害程度  1級…身障1級2級及■び  身障の1級及び2級の  身障の1級及び2級の一部  
3級の一部  

2級‥・身障2級の一部 
重複等   

、  3級及び4級の一部  

給付月額  26，4■40円   14，380円   
（2．0年虔）   

所得制限  1．本人（2人世帯）   同  左 

7，707千円   5，656千円  
（年収）   2．扶養（6人世帯）  

9，542千円   9，542千円   

給付人員  108，993人   63，288人   
（19年度末）   

20年度  93，134，925千円   25，994，274千円   8，2ケ9，645千円   
予算額  

負 担 率   国10／10   国3／4、都道府県、市及び  同  左   
福祉事務所設置町村1／4  

支給認定   都道府 県（認定）   都道府県、市及び福祉事務   同  左   
事務   国（支給）   所設置町村   ヽ′   

（注）所得制限限度額は、平成14年8月からの額である。  

4   



障害児者に係る手当の経緯  

特別児童扶養手当   
福祉手当  

（障害児福祉手当）   （特別障害者手当）   （経過的福祉手当）   

S39  
。在宅の重度知的障害児  

i   I・障害福祉年金の額を勘案して設定  l  l   

1，000円  

「特別児童扶養手当法」に改正  

・支給対象を重度の身体障害児に拡大   

障害福祉年金と同額に引上げ  
。1l，300円  
・以降、昭和60年度まで同水準で推  

移  

「特別児童扶養手当法」を「特別児童扶養手当等の支給に関する法律」  

に改正  

・重度の知的障害と重度の身体障害が重複する特別障害者に「特別福祉手当」を支給（全額国  
庫負担）  

・3，（抑）円  

福祉手当の創設  

・特男I旛祉手当を発展的に解消し、対象者を拡大（重度障害者）  
・4，000円  

2級を創設  
●‥遺 

葱‥≡‥   
（牲）1級は2級の1．5倍  

経過措置  
従前の福祉手当の額  

再編 20，800円  
（注）障害基礎年金と併せて相  

当の水準（生保の支給額も勘  

案）とする観点から、従前の  
福祉手当の額（10，800円）の  
2倍程度で設定  

再編  

従前の福祉手当の額  
1．級40，800円  
2級27，200円 老齢福祉年金並び  
（注）1級は2級の1．5倍  

年金の物価スライドによる額の改定に準拠して毎年度額を改定  

トー‥－－一一  

完全自動物価スライド制の導入（平成2年4月適用）  

財政再計算により、基準額を改定  

5   
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1  
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I  

（1）利胃署員担の軽瀬  
i I 
I I 

1t   
1  

I I 

11 ：t  
I I 

l ・： 】  

I I 

ll  

・「特別対策」、「緊急措置」により、通所・在宅、障害児世帯を中心に、負担上限月額を大幅に   
引下げ。  

・施設入所者については、日常生活に必要な金額として、2．5万円～3．0万円が手許に残るよ   

う配慮。  

（2）税制上の優遇措置  
l  

t  

∴  二  
t  

ll  
ll  

い  
Il  
ll  

い  
Il  

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿一一一－－－1t  

各種税控除（所得税、個人住民税）  

・各種非課税措置（相続税、贈与税、身体障害者物品の譲渡・貸付け）など  
1  

l＿＿＿＿＿＿＿＿－＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－＿＿＿＿＿－－＿＿＿＿－－＿－－＿－■一－一一－－－－－－－－－－－－－－｝－－t■●－－‾■■－■‾‾‾‾●‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾  

（3）地方自治体における施策  
■■■－■－1－■－－・1一一■－●■■■－一一■－－一－一一■－■■－－－－－－－－－－－■－－一一■－－－■－－－－－－－－－－→一一一－－－●－・■－■■－●■■一一■●－－，■■－－一■－－■■■■■■－■■■■■■■■■■■■  

I I 

l暮 t  

l 1  
I I 

11 1  
I I 
1 I 

I I 

l  

I  

l ●  地方自治体単独事業による医療費自己負担の助成 など  

・地方自治体が運営するバス等の運賃割引制度 など  

l  

l  

l  

l  

1  

1  

曽  t  

I ：  
l l  
t  1  

1‡  
l l  
l  l  

（4）民間の割引措置  
l －  

l  

I I 

tl l tl  
I I 
ll  

・公共交通機関の旅客運賃割引制度（JR、航空会社など）  

・NHK放送受信料の減免 など  
；し‥………－－－－…＝－…－……－－……－－－－…－－－……t－‥－－一一－…一－…一…………－………－…－……－…－－－－－……一一…∴：  
l  

l＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－■■■＿一一－－■■■－－■－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－■－－－■－■一一－－－－－‾‾●‾‾‾‾‾t‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾  1   
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障害福祉サービスに係る利用者負担の比較  

（障害者（大人）の場合）  

障害者自立支援法  

（迅戯辿巴＋川．300円）  

（皇違月旦巴＋5．0¢0円）  

（年醸約79万円、月額6．6  

※ 括弧内は、鼠垂急迫＋食費等寮費負担  
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障害福祉サービスに係る利用者負担の比較  

（障害児の場合）  

適所サービス  
ホームヘルプサービス  

【月10時間（身体介護）】  
入所サービス  

く事業費約川．ヰ万円）  
（事業費約4万円）  

（事業費約18．8万円）  

所得階層  

障害者自立支援法  時事者自立支援法  障青青白立支援法  

措置費制度  支援費制度  措置費制度  

（。岬，  

※ 括弧内は、皐皐負担＋食費等実費負担  
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所得区分別1人あたり総費用額及び利用者負担額  
（平成20年6月分）  

一般2  

全体  

100，000  
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停宰草の所得保障に槻す争執行構計嘲鰍療      購  

．．・鶴所－  
紐・調査名  

． 華萌筆耕究   

調査夷施主林  厚生労働省   厚生労働省   国立社会保障・   

く障害保健福祉部）   （障害保健福祉部）   

厚生労働省   

人口問題研究所   （大臣官房統計情報部）   
内閣府  

直近の問査年次  平成1‘7年   平成18年   

（調査時点）  

平成18年   平成柑年   

く平成‖年11月1日現在）   （平成18年7月1日現在）   

平成20年  

（平成18年9月1日現在）   （平成用年8月～7月）  （平成20年2月～3月）   

母数  2，075件   4，263件   
113件  

（平成17年：129件）   
23，513世帯   2，563件   

3障害別   ×   ×   0   ×   ○  

平均所得額   0   0   0   ○   0  

△  
○   ○  

△  
（所得内訳）  

△ く一部抽出可※1）  （一部抽出可※1）  （一部抽出可※り  

平均支出額   ×   ×   ○   ×   

抽出を妻す  

0  

る調査項日  ×   ×   ○   ×  
△  

の有無  （一部抽出可※2）  

住居の形態  

別（在宅・施  
△  △  

（在宅のみ）  （在宅のみ）   
○   0   0  

設別）  

年齢階層別   ○   ○   0   ○   ○  

世帯別   0   ○   ○   ○   ○   

知的障害者（在宅）の  

備考  みの調査   みの調査   
年1月～12月までを対象  
・支仕＝こ？いては、平成18  
年9身中1ケ月間を対象  

※1『知的陣育児（者〉基礎調査』、『身体障害児・着実態調査』では「仕送り」と「賃金」、『障害者施策総合調査』では「年金」、r手当」、「仕送り」、「賃   
金」について把握可能。  

※2「1ケ月当たりの家賃の軌、「1ケ月当たりの障害福祉サービスの利由料」について把握可能。  
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障害者の所得保障に関する調査  

・調査主体：厚生労働省  

・調査対象：在宅の障害（児）者（身体、知的）  
・特 徴：所得の一部のみ把握可  

①身体障害児・着実態調査  

②知的障害（児）者基礎調査  
・問題点：  

1  

l ■■■l】■●－■＝＝－－－－－－－－－－－－－一一…－＝－‥－－－…－………一一－－－…川一－－－－…－…－－－－－－一……－…－－…－D－－＝－‾■  

．＿ ＿．＿．■■－ ■－一一 －・一 一－・一 － －，－ －■ ■一 ‾ ‾ヽ  

】  
1  

1  

1  

I  

l  

l  

t  

1  

1  

1  

1  

】  
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－l  

・調査主体こ国立社会保障丁人口問題研究所  

■調査対象：特定の自治体における障害者（3障害）  ③障害者の所得保障と自立  

支援施策に関する調査研究  

l‾●‾’‾●■‾  

い特  徴：所得と支出について把握可  

：・問題点‥サンプル数が少ないため、地歴  
1＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－●■■－■－－－－－－－－－－－－－－一一一一－－－・・・・・・－－一一－－－－一一－－一一－一岬－－－－－－－－■－－一－■－‾‾■‾  

■－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一一一－－－－一－－－－－－－－－－－一一血－－－－－－－－－■■‾－  

ト調査主体：厚生労働省  

・調査対象：全国の世帯及び世帯員  

徴：世帯ごとの所得の状況について把握可  特  

ミ・間  

④国民生活基礎調査  

「                                                                                                                                                                                                                           世軌などの欄  
＿－＝ニごご＿て＿ニニーニご∴∴こ∴∴」∴＝∴－－－・－＝－－－－－一一…－＝一－－－－－－－－－－－‾‾‾‥‾‾‾…‾‾‖‾‾‾‾‖‾‾‾‾‾  

；（※  

F－一－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－一－－－－一一－－－一一－－一一－－－－－－－…－－－－●■■■－■－■■  

！・調査主体：内閣府  

・調査対象：全国の障害者（3障害）  

ト特 徴：所得と支出について把握可  ⑤障害者施策総合調査  

問題点：適切な検証が可能と思われるサンプル数が少ないため、王＝空と  
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害者の生計の実  について（D  

く出典：「障害者施策総合調査」（平成20年2月～3月 内閣府実施）   



障害者の生計の実態について②  

－  1ケ月当たりの各種収入の合計金頼  1ケ月の生活費  

11－15万  

円．ほ0％  

く「あなたの1ケ月の生活費（支出）はどれくらいですかJとの間への回答）   （「働いている場合、1ケ月の賃金く作業工賃を含む。）はどれくらいですか」  

「家族からの援助を受けている場合、1ケ月当たりの援助の療はどれくらいですか」  

「公的年金を受給していますか。また、その1ケ月当たりの年金蝮はいくらですか」  

r手当等を受給していますか。また、1ケ月当たりの手当額はいくらですか」   

との聞への回答の合計金醸） 

（出典：「障害者施策総合調査」  

（平成20年2月－3月 内閣府実施）  
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態について③  障害者の生計の   

（「陣青福祉サービスを利用するのに1か月にどれくらい支出していますか」との間への回答）  

（出典：「障害者施策総合調査」（平成20年2月～3月 内閣府実施）  
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本人収入   他の世帯員の収入   世帯収入合計   

単身世帯   12。7  12．7   

グループホーム   10．9  10，9   

その他世帯   ↓ン   臥6   19．3   

夫婦等   15．7   35，0   50．8   

親兄弟同居   乱3   44．8   53。1   

平均   12．9   31．7   44．7   

（単位：万円／月）  

（注）「障害者の所得保障と自立支援施策に関する調査研究」（平成18年度）を基に月額を   

算出したもの。  
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1。身体障害者（在宅20歳以上）の年金・手当受給の有無  

（出典：身体障害児・者基礎調査く平成18年））。公的手当には地方公共団体が独自に支給している手当などを含む。）  

2．知的障害者（在宅20歳以上）の年金・手当受給の有無  

（出典：知的障害児（者）基礎調査（平成17年））  

3．精神障害者の年金受給の有無  

（出典：精神陣専者社会復柵サービス等調査（平成15年））   
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生活保護を受給する障害者の状況  
1．障害者数（傷病・障害別）  

総数 
障害一傷病   

者   應寧孝   

戯  
傷病者数  

三三   存症   
精神病   その他   

1，473．26   

0   
749．810  閉脚   劇畑柑   相牒卿   J喝卿  527，590   15，080   154．030   358，480   

2．障害者世帯数  

総数   高齢者世帯   母子世帯  傷病・障害者世帯   
僻碑 

その他世帯  
（傷病者世帯）   

1，050．650   470．090   86．770   401，420   揮鴇抑   25（芳，520   92，370   

3．障害者世帯の住居  

総数  摩害者世帯   持ち家  持ち家  その他  
く一戸  （マン  公営住宅   借家   貸間   

建て）  ション）  

1．050，650   Jl堀部妙   JIJ／   創紗   拍J★   花β即   民雄   一÷∴㌻iJ′－   

4．障睾者世帯の収入  

（1）就労の状況   ：世帯主が就労 6，460世帯 就労収入輯 51，647円（平均月額）  

（2）年金の受給状況：年金収入のある世帯数 64．640世帯 うち障害年金受給世帯 50．650世帯  

（出典：被保護者全国一斉調査（平成18年7月 社会一援護局保雄課実施））  
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対象となる社会福祉事業  

①故知症高齢者グルニプホーム事業  

：老人福祉法に規定する観知症対応型老人共同生活援助事業  

②知的障書者グループホーム事業、精神障書青グループホーム事兼  
：障害者自立支援法に規定する共同生活介護又は共同生活援助を行う事業（同法に規定する精神障害者又は知的障害者に対して行う  

ものに限る。  
③ホームレスの自立支援のための活用  

＝ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法に規定するホームレス自立支援事業により就業した者に対して生活上の支援を行う  

事業く地方公共団体が当該事業に草する費用の全部又は一部を負担してその推進を図るものに限る。）  

公営住宅を活用することができる主休  

①社会福祉法第22条に規定する社会福祉法人  

②地方公共団体  

③医療法人  

④民法第34条の規定により設置された法人  

⑤特定非営利活動促進に基づ草設置された特定非営利活動法人  

⑥介練保険法に規定する指定地域密着型サービス事業者で認知症対応型共同生活介護を行うもの又は指定地域密着型介護予防  

サービス事業者で介護予防故知症対応型共同生活介護を行うもの  
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生藍住豊の障害者グループホーム事業活用実績の推樗  

500  

400  

300  

200  

100  

H8  H12  H16  H17  H18  
※平成8年度、12年度については、認知症高齢者グループホーム事業を含む0  国土交通省資料より  
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≡垂麺麺又は寧賃額の状況「  D住軌、の場  」運賃廼助1  

20，020円  
公営住宅  薗土交通省調べ）  

ヽ   ‾1－■‾    ■  

、 

、、＿＿  

く概ね国45％、地方55％）  

′一‾－－ 

′、  ／‘自、＼  
l ゐh l  

・′平均蘇褒補助額月23，240円（平成19年度厚生労働省調べ）   
※轟施畠1碑林鰍6都道府県、149市町村  

対象者軋388人、平成19年度予算額12．2億円   

・GH・CH      、1．5－3．8 ．   
（平成け年日本グループホーム学会調べ）  

：空 ：  

の
家
賃
補
 
 

民
間
賃
貸
住
宅
 
 

※20年度より  

整備費補助  

・平均豪貴補助輪月27，883円（平成佃年度厚生労働省調べ）   
※実施魯治体教＝1都道府県、15市町村  

対象者割絢人、平成19年鹿予算輯1．創意円  

家賃補助板J刻象世帯数X丹4万円を限度  
※r特優賞j：16方戸、r高偉責」：3万戸く平成絹年度末）  

く概ね国45％、地方55％）  

（注1）障害者の入所施設については、居住費用の負担はない。  
（注2）家賃補助については、上記のほか、生活保護制度における「住宅扶助」の仕組み（最低籠21，300円～最高額53，700円）がある。  
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府県別家賃について  

◆1月当たりの家賃は、最低（宮崎）と最高（東京）で2倍以上の開き。  

北青岩宮秋山福茨栃群埼千乗神新吉石福山長峡静愛三滋京大兵東和鳥島岡広山稜育愛高福佐長旅大宮鹿沖全  
海森手城田形島城木馬玉葉京奈潟山川井梨野阜岡知重架都阪庫良歌取根山鳥口島川嬢知開架埼本分崎児縄国  
道  川  山   島   

（出典）総務省「住宅・土地統計調査」による2003年のデータ（専用住宅の総勧）。宮崎＝1．00とした場合の値。  
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